
■ 当資料は、日興アセットマネジメントが市況等についてお伝えすることを目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資
料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるものではありません。なお、掲載されている見解は当資料作成
時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。■投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産に
は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。
投資信託の申込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご
覧ください。
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中国が4月17日に発表した2018年1-3月期の実質GDP（国内総生産）成長率は、今年の政府目標である前年

比6.5％前後を上回る前年同期比6.8％増となりました。GDP寄与度では、純輸出が▲0.62％（前四半期0.63％）

となったものの、5.29％（同4.06％）となった消費がカバーしました。

同時に発表された18年1-3月期の小売売上高は、前年同期比9.8％増と前年からわずかに鈍化しましたが、

ネット通販は同35.4％増（前年32.2％増）と加速しており、小売売上高に占める割合も前年の19.6％から21.4％
に拡大しました。固定資産投資は同7.5％増と伸び率は低迷したものの、全体の約6割を占める民間部門につい

ては、設備の高度化に向けた投資などを進めたことなどから、同8.9％増と加速しました。

3月に開催された全国人民代表大会（国会に相当）では、中国は高速成長の段階から質の高い発展を目指す

段階へと切り替わったとして、今年の行動計画では、昨年までの過剰生産設備などの解消から、産業の高度化な

どの供給型構造改革に重点を置くよう方向転換しています。特に、テクノロジー分野に積極的な投資を行ない、

科学技術のイノベーションを推進していくことを前面に打ち出しています。

さらに、4月に開催されたボアオ・アジアフォーラム（アジア版ダボス会議）では、①市場参入の大幅緩和（外資

出資規制の緩和など）、②魅力ある投資環境の創造（投資環境を整備して外資を呼び込む）、③知的財産権保護

の強化、④輸入拡大（貿易黒字の目標を設けず、輸入を拡大する）、の措置を講じ、開放拡大を進めていくと宣言

しました。なお、④については、足元、米国と中国との間で通商摩擦問題が激化していますが、以前から自由貿

易の必要性を訴えている中国は、国内市場の開放を打ち出していることなどから、徐々に収束すると期待されま

す。

今年、中国は改革開放40周年を迎える節目の年であり、名実ともに習一強体制が始動する年です。国際社会

へは一帯一路構想などを通じて交流を一層深め、国内では製造大国から製造強国に変貌を遂げるためのさまざ

まな施策を着実に実行することで、経済の質を重視した安定成長を目指していくとみられます。
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中国の18年1-3月期実質GDP成長率は6.8％増
～今年は “守り”から“攻め”へ

楽読
（ラクヨミ）
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1,338

実質GDP成長率と項目別寄与度
（2006年～2018年1-3月期）

※上記は過去のものであり、将来を約束するものではありません。 （CEICのデータをもとに日興アセットマネジメントが作成）

小売売上高と固定資産投資
（2011年1月～2018年3月）

（前年同期比、％）

（年）

（％）

（年）

*2008年までの項目別寄与度は年ベース *小売売上高の1､2月データが発表されていない場合は、前年末データを掲載

※固定資産投資はすべて前年同期比
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民間部門の固定資産投資（年初来累計）

国有部門の固定資産投資（年初来累計）

固定資産投資（年初来累計）

小売売上高（前年同月比）


